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５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Mitsuhiro Kawabata, Di‑

rector, Infrastructure Maintenance Dept.,

Tokyo Metro Co., Ltd.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Construc‑

tion and civil engineering work associated

with improvement work of Aoyama‑itc‑

home station (Ginza Line, Hanzomon Line)

 Time limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 30 PM, 17 May, 2018

 Time limit for the submission of tenders :

14 : 00 PM, 25 June, 2018 (Tenders submit‑

ted by mail must reach the contact point

mentioned in article  by 9 : 20 AM 25

June, 2018)

 Contact point for tender documentation :

Infrastructure Maintenance Planning Sec‑

tion, Infrastructure Maintenance Dept.,

Tokyo Metro Co., Ltd. 3196 Higashi‑
ueno, Taito‑ku Tokyo 1108614 Japan
TEL 0338377233

競争参加者の資格の再認定に
関する公示

建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の23
第２項に規定する経営事項審査の審査基準が平成
29年国土交通省告示第1196号（以下「改正告示」
という。）により改正されたことに伴い、平成29・
30年度を有効期間とする財務省関係機関（財務省
本省・財務（支）局・税関・国税庁・国税局）の
競争契約の参加資格について、改正告示による改
正前の審査基準による経営事項審査の総合評定値
通知書（建設業法施行規則（昭和24年建設省令第
14号。以下「規則」という。）第21条の４に規定す
る経営事項審査の総合評定値通知書をいう。以下
同じ。）に基づき認定されている者等は、希望によ
り、競争参加資格について、改正告示による改正

後の審査基準による経営事項審査の総合評定値通
知書に基づき再認定を申請することが出来ること
としたので、その申請方法等について、次のとお
り公示する。
平成 30 年４月 27 日

審査部局長
北海道財務局長 髙 秀樹
東北財務局長 松浦 克巳
関東財務局長 浅野 僚也
北陸財務局長 岩下 啓希
東海財務局長 寺田 達史
近畿財務局長 美並 義人
中国財務局長  庄市
四国財務局長 山岸 晃
九州財務局長 佐藤 正之
福岡財務支局長 森山 茂樹

◎調達機関番号 015
◎所在地番号 01、04、11、17、23、27、34、37、
40、43
１ 競争参加資格の再認定の申請ができる者
改正告示による改正前の審査基準による経営
事項審査の総合評定値通知書に基づく平成29・
30年度の競争参加資格の認定を受けている者の
うち、改正告示による改正後の審査基準による
経営事項審査（審査基準日（平成20年国土交通
省告示第85号第一の一の２に規定する審査基準
日をいう。以下同じ。）が申請をする日の１年７
月前の日以後のものに限る。）の総合評定値通知
書（以下「改正後の総合評定値通知書」という。）
を受けている者。
［注］
経常建設共同企業体にあっては、その構成
員全てが、事業協同組合（中小企業等協同組
合法に基づく事業協同組合で、建設業法第３
条の規定による許可を受け、かつ、中小企業
庁の官公需適格組合の証明を受けているもの
をいう。以下同じ。）の総合点数の算定方法に
関する特例の適用を希望する旨の申出をする
事業協同組合にあっては、当該事業協同組合
及び審査対象者（「事業協同組合に係る総合点
数の算定方法等に関する特例要領の制定につ
いて」（昭和50年11月10日付け建設省厚発第
473号の別紙）第２第２項又は「事業協同組
合に係る総合点数の算定方法等に関する特例
要領」（昭和50年12月４日付け建設省営管第
459号）第２第２項に規定する審査対象者を
いう。）全てが、改正告示による改正後の審査
基準による経営事項審査の総合評定値通知書
を受けている者であること。ただし、改正告

 一般競争参加資格審査申請書（共同企業体
の場合は、一般競争参加資格審査申請書、競
争参加資格確認申請書（共同企業体）、共同
企業体協定書及び委任状）（以下「申請書」と
いう。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期間、場所及び方法
平成30年５月７日（月）から平成30年５月
17日（木）までの土曜日、日曜日及び国民の
祝日を除く毎日、10時00分から17時30分まで
（12時00分から14時00分までを除く。）に３
の場所に持参すること。
 入札及び開札の日時及び場所並びに入札書
の提出方法
平成30年６月25日（月）14時00分 東京地
下鉄株式会社 本社５階503会議室 持参又
は郵送すること（ただし、郵便による入札書
の受領期限は平成30年６月25日（月）９時20
分（必着）３へ郵送すること。）。

４ その他
 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金
ア 入札保証金 免除。
イ 契約保証金 納付。ただし、金融機関若
しくは保証事業会社の保証をもって契約保
証金の納付に代えることができる。また、
公共工事履行保証証券による保証を付し、
又は履行保証保険契約の締結を行った場合
は、契約保証金を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 落札者の決定方法 会社において作成した
予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもっ
て有効な入札を行った者を落札者とする。た
だし、落札者となるべき者の入札価格によっ
ては、その者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認められ
るとき、又はその者と契約を締結することが
公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれが
あって著しく不適当であると認められるとき

は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって
入札した他の者のうち最低の価格をもって入
札した者を落札者とすることがある。
 低入札価格調査工事における監理技術者の
配置 専任の監理技術者の配置が義務づけら
れている工事において、低入札価格調査基準
価格を下回った価格をもって契約する場合に
おいては、監理技術者とは別に同等の要件を
満たす技術者の配置を求めることがある（入
札説明書参照）。
 配置予定監理技術者の確認 落札者決定後
ＣＯＲIＮＳ等により配置予定の監理技術者
に専任制違反の事実が確認された場合、契約
を結ばないことがある。なお、種々の状況か
らやむを得ないものとして承認された場合の
ほか、申請書の差し替えは認めない。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 関連情報を入手するための窓口 ３に同
じ。
 取引先資格の登録を受けていない者の参加
２に掲げる取引先資格の登録を受けてい
ない者も３により申請書及び資料を提出す
ることができるが、競争に参加するためには、
開札の時において、当該資格と同等の資格を
有する事の確認を受け、かつ競争参加資格の
確認を受けていなければならない。
 契約締結後の技術提案 契約締結後、請負
者は、設計図書に定める工事目的物の機能、
性能等を低下させることなく請負代金額を低
減することを可能とする施工方法等に係る設
計図書の変更について、会社に提案すること
ができる。提案が適正と認められた場合には、
設計図書の変更及び請負代金額の変更を行
う。
 詳細は入札説明書による。
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